


























後も、さらに微減して、平成26年 4 月 5 日以降は1，718となっている（平
成27年 1 月 1 日現在）。市町村別の内訳は、平成11年 3 月31日の時点で、
670市、1，994町、568村であったものが、平成22年 3 月31日の時点では、





















































そのうち 2 団体の人口は200万を超えている。その一方で、人口 5 万未満






















































































































































































































体という 2 つのカテゴリーに分け（ 1 条の 3 第 1 項）、都道府県および市
町村の 2段階 7種の団体を普通地方公共団体に区分し（同条 2項、 2条 3
項・ 5 項）、特別区、地方公共団体の組合および財産区の 3 種の団体を特































































































































3　町の人口要件については、「 5 千以上」（21団体）、「 8 千以上」（12団体）または
「 1万以上」（ 6団体）のいずれかを定めている団体が多い（かっこ内は、該当する








































































































28　磯部力＝小幡純子＝斎藤誠編『地方自治判例百選〔第 3 版〕』（平成15年） 5 頁
















ある（同法26条 1 項）。合併特例区の設置期間は、 5 年を超えない範囲で、その規










『地方自治法〔第 3 版〕』（昭和50年）52頁、74頁、80頁、清宮四郎『憲法Ⅰ〔第 3
版〕』（昭和54年）85頁、佐藤功・前掲書1201頁、宮澤（芦部補訂）・前掲書768頁な
ど。
38　俵・前掲書52頁、408～409頁など参照。最高裁昭和38年判決では、「22年 4 月制
定の地方自治法をはじめその他の法律によつて［特別区―筆者］の自治権に重大な
制約が加えられているのは、……、23区の存する地域全体にわたり統一と均衡と計
画性のある大都市行政を実現せんとする要請に基づくものであつて、所詮、特別区
が、東京都という市の性格をも併有した独立地方公共団体の一部を形成しているこ
とに基因するものというべきである。」と説示されている。さらに、昭和27年の地
方自治法改正に関する立案担当者の解説として、宮澤弘＝岸昌「改正地方自治法解
説」『改正地方自治法解説』（昭和27年）106頁～109頁参照。
39　杉村・前掲論文139頁、手島・前掲書286頁、杉原・前掲書467～468頁、樋口ほ
か・前掲書250～251頁［中村］、野中ほか・前掲書369～370頁［中村］、小林＝渡名
喜・前掲書147～148頁、戸松秀典『憲法』（平成27年）470頁など。
40　たとえば、長谷部恭男『憲法〔第 6版〕』（平成26年）452頁、戸松・前掲書470頁。
41　その点に関し、松本・前掲書31頁、1588～1589頁参照。
42　宮澤（芦部補訂）・前掲書763頁。
43　佐藤功・前掲書1197頁、宇賀克也『地方自治法概説〔第 6版〕』（平成27年）38～
39頁。成田・前掲論文291頁も、否定説の立場をとる。塩野・前掲書151頁は、否定
説の立場を前提としつつも、「首都の一定地域についていわば国の直轄とすること
が憲法上認められるかどうかの問題は残る」という。
